
平成１7年３月期   個別中間財務諸表の概要  銀行       平成16年11月24日 

上場会社名 株式会社  武蔵野銀行   上場取引所 東証第１部 

コード番号 ８３３６     本社所在都道府県 埼玉県 

（ＵＲＬ http://www.musashinobank.co.jp） 

代    表    者 役職名 取締役頭取 氏名 三輪  克明  

問合せ先責任者     役職名  総合企画部長 氏名 石川  誠  

ＴＥＬ  （０４８）６４１－６１１１ 

中間決算取締役会開催日 平成16年11月24日  中間配当制度の有無  有                    

中間配当支払開始日  平成16年12月10日  単元株制度採用の有無 有 （ 1単元 100株 ） 

 

１．16年9月中間期の業績（平成16年4月1日～平成16年9月30日） 

(1)経営成績 

 経常収益 経常利益 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

 百万円   % 百万円   % 百万円   % 円 銭

16年9月中間期 30,780 1.3 7,518 21.3 4,227 45.4 134.54  

15年9月中間期 30,380 2.3 6,200 45.1 2,906 34.2 92.23  

16年3月期 61,763  12,547 6,127  193.68  

（注）①期中平均株式数     16年9月中間期  31,419,349 株    15年9月中間期  31,517,098 株    16年3月期  31,494,177 株 

      ②会計処理の方法の変更  無 

      ③経常収益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 円 銭 円 銭

16年9月中間期 25.00  －  

15年9月中間期 25.00  －  

16年3月期 －  50.00  

 

（注）16年9月中間期中間配当金の内訳 

記念配当     －  円  －  銭 

特別配当     －  円  －  銭 

 

(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 
1株当たり 

株主資本 

自己資本比率 

(国内基準) 

 百万円 百万円  % 円 銭 %

16年9月中間期 2,982,890 113,528 3.8 3,623.32 9.12 

15年9月中間期 2,860,142 103,990 3.6 3,304.28 9.41 

16年3月期 2,932,755 111,645 3.8 3,531.85 9.32 

（注）①期末発行済株式数    16年9月中間期  31,332,668 株  15年9月中間期  31,471,465 株    16年3月期  31,611,173 株 

      ②期末自己株式数      16年9月中間期     422,788 株  15年9月中間期     283,991 株    16年3月期     144,283 株 

 

２．17年3月期の業績予想（平成16年4月1日～平成17年3月31日） 

1株当たり年間配当金 
 経常収益 経常利益 当期純利益 

期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通  期 62,000 14,500 8,000 25.00 50.00 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  255円 32銭 
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比 較 中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

科    目 
平成１６年 

中間期末（Ａ） 

平成１５年 

中間期末（Ｂ）

比  較 

（Ａ）－（Ｂ）

平成１５年度末 

(要約)（Ｃ） 

比  較 

（Ａ）－（Ｃ）

（ 資   産   の   部  ）      

現 金 預 け 金 １４３，７２５ ２３７，７３７ △ ９４，０１２ １６２，８４９ △ １９，１２４

コ ー ル ロ ー ン １２０，０４４ ２３，００３ ９７，０４１ １０１，００４ １９，０４０

買 入 手 形 － ２８，８００ △ ２８，８００ ２５，５００ △ ２５，５００

買 入 金 銭 債 権 ２５，８６２ １５，９９０ ９，８７２ ２２，４８０ ３，３８２

商 品 有 価 証 券 ７５３ ２，２５６ △ １，５０３ １，４８７ △ ７３４

金 銭 の 信 託 １，５８０ ３，１３８ △ １，５５８ １，４５８ １２２

有 価 証 券 ６１０，２７６ ５９６，６０６ １３，６７０ ６０１，５５５ ８，７２１

貸 出 金 ２，００８，７２７ １，８７７，８１８ １３０，９０９ １，９４７，６１５ ６１，１１２

外 国 為 替 ４，１３６ １，９７０ ２，１６６ ３，０３２ １，１０４

そ の 他 資 産 １０，９２４ １３，２９８ △ ２，３７４ １０，７３７ １８７

動 産 不 動 産 ３５，４５１ ３４，７３３ ７１８ ３５，１６２ ２８９

繰 延 税 金 資 産 １４，４８１ ２１，２３９ △ ６，７５８ １５，５７０ △ １，０８９

支 払 承 諾 見 返 ２７，７１２ ２６，３５２ １，３６０ ２７，４６０ ２５２

貸 倒 引 当 金 △ ２０，７８６ △ ２２，８０５ ２，０１９ △ ２３，１５９ ２，３７３

資 産 の 部 合 計 ２，９８２，８９０ ２，８６０，１４２ １２２，７４８ ２，９３２，７５５ ５０，１３５

（ 負   債   の   部  ）   

預 金 ２，７５９，７５２ ２，６４５，７９６ １１３，９５６ ２，７１２，１３５ ４７，６１７

譲 渡 性 預 金 ８，６１０ ７，６１０ １，０００ １１，５６０ △ ２，９５０

コ ー ル マ ネ ー １７，７６９ ２４，９０８ △ ７，１３９ １７，９３１ △ １６２

借 用 金 ２７，５００ ２７，５００ － ２７，５００ －

外 国 為 替 １６７ １４１ ２６ ３１３ △ １４６

そ の 他 負 債 １６，２０９ １２，４０８ ３，８０１ １２，８４６ ３，３６３

賞 与 引 当 金 １，２７７ １，１７０ １０７ １，２０８ ６９

退 職 給 付 引 当 金 ５，１７６ ４，６９５ ４８１ ４，９５８ ２１８

債 権 売 却 損 失 引 当 金 － ３８２ △ ３８２ １０ △ １０

再評価に係る繰延税金負債 ５，１８５ ５，１８５ ０ ５，１８５ －

支 払 承 諾 ２７，７１２ ２６，３５２ １，３６０ ２７，４６０ ２５２

負 債 の 部 合 計 ２，８６９，３６１ ２，７５６，１５１ １１３，２１０ ２，８２１，１０９ ４８，２５２

（ 資   本   の   部  ）   

資 本 金 ３６，６９０ ３６，６９０ － ３６，６９０ －

資 本 剰 余 金 ２９，３０１ ２９，３１０ △ ８ ２９，３０１ ０

 資 本 準 備 金 ２９，３０１ ２９，３０１ － ２９，３０１ －

 そ の 他 資 本 剰 余 金 ０ ８ △ ８ － ０

 自 己 株 式 処 分 差 益 ０ ８ △ ８ － ０

利 益 剰 余 金 ３４，４２０ ２８，６８３ ５，７３７ ３１，０１１ ３，４０９

 利 益 準 備 金 １０，０８２ １０，０８２ － １０，０８２ －

 任 意 積 立 金 １８，４３３ １３，９６７ ４，４６６ １３，９６７ ４，４６６

 中間（当期）未処分利益 ５，９０４ ４，６３３ １，２７１ ６，９６１ △ １，０５７

 中間（当期）純利益 ４，２２７ ２，９０６ １，３２１ ６，１２７ △ １，９００

土 地 再 評 価 差 額 金 ７，６２１ ７，６３７ △ １６ ７，６２１ －

株 式 等 評 価 差 額 金 ７，１６４ ２，７７０ ４，３９４ ７，５８４ △ ４２０

自 己 株 式 △ １，６７１ △ １，１０２ △ ５６９ △ ５６４ △ １，１０７

資 本 の 部 合 計 １１３，５２８ １０３，９９０ ９，５３８ １１１，６４５ １，８８３

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 ２，９８２，８９０ ２，８６０，１４２ １２２，７４８ ２，９３２，７５５ ５０，１３５
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注１.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２.商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３.有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場

価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原

価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法に

より処理しております。 

４.有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評     

価は、時価法により行っております。 

５.デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

６.動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

         建      物       １５年～５０年 

         動      産         ４年～２０年 

７.外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８.貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

   破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載

されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ    

の残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認    

められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額    

を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

   上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上し    

ております。 

   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

   なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ

る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額

は１４，９５６百万円であります。 

９.賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に

帰属する額を計上しております。 

10.退職給付引当金は､従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算

上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

          過去勤務債務         その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定 

                               額法により費用処理 

          数理計算上の差異     各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定率 

                               法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

   なお、会計基準変更時差異（４，０６６百万円）については、５年による按分額を費用処理することとし、当

中間期においては同按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。 

11.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

12.当行のヘッジ会計の方法は、主に、ヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避    

を目的として、各取引毎のヘッジ対象に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しておりま

す。また、複数のヘッジ対象に対してデリバティブ取引を行う「包括ヘッジ」を実施しております。ヘッジ会

計の方法は、貸出金等については繰延ヘッジ処理及び金利スワップの特例処理を行っております。また、当行

のリスク管理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘッジ対象のリスクが減殺され

ているかを検証し、ヘッジの有効性を評価しております。  
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13.外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定

する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外

貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ

の有効性を評価しております。なお、当中間決算日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はあり

ません。 

14.消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

   ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。   

15.動産不動産の減価償却累計額は１９，６０５百万円であります。 

16.動産不動産の圧縮記帳額は１，４６９百万円であります。 

17.中間貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部についてはリース契約により使用しており    

ます。 

18.貸出金のうち、破綻先債権額は３，０２１百万円、延滞債権額は５３，９４６百万円であります。 

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又    

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を    除く。以下 「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）

第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であり

ます。また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

19.貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１３０百万円であります。 

   なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

20.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２８，９７５百万円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権

及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

21.破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は８６，０７２百万円で

あります。なお、18．から21．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

22.手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引

受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権

利を有しておりますが、その額面金額は、４６，９６０百万円であります。 

23.担保に供している資産は次のとおりであります。 

   為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として有価証券１０４，７５８百万万円を差し入れ

ております。また、動産不動産のうち保証金権利金は２，５４９百万円であります。 

24.ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益として「その他負債」に含めて計上しておりま

す。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は１７８百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１９６百万円であり

ます。 

25.土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

       再評価を行った年月日                         平成１０年３月３１日 

       同法律第３条第３項に定める再評価の方法       土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１

日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法

に基づいて、（奥行価格補正、側方路線影響加算、不整

形地補正による補正等）合理的な調整を行って算出。 

26.借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金２７，５００百

万円が含まれております。 

27.１株当たりの純資産額 ３，６２３円３２銭 
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28.商法施行規則第１２４条第３号を当中間期末に適用し、同号に規定する時価を付したことにより増加した純資

産額は、７，１４１百万円であります。 

29.有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「商    

品有価証券」及び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が含まれております。以下 33．まで同様であり

ます。 

       売買目的有価証券 

中間貸借対照表計上額                           ７５３百万円 

当中間期の損益に含まれた評価差額                 ０百万円 

       満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                                                            （単位：百万円）         

中間貸借対   

 照表計上額 
時 価 差 額 

うち 益 うち 損 

国   債 － － － － －

地 方 債 ２，６６７ ２，６８０ １３ １３ －

社   債 － － － － － 
そ の 他 － － － － － 
合   計 ２，６６７ ２，６８０ １３ １３ －

       子会社・子法人等株式で時価のあるもの 

該当ありません。 

       その他有価証券で時価のあるもの    

                                                            （単位：百万円）         

中間貸借対   

 
取得原価 

照表計上額 
評価差額 

うち 益 うち 損 

株   式 ３４，９４３ ４２，８８９ ７，９４６ ９，７８６ １，８４０

債   券 ４２９，０４６ ４３３，０２４ ３，９７８ ５，６７０ １，６９１

 国 債 ２１４，０４３ ２１５，２８６ １，２４３ ２，１３５ ８９１

 地方債 １０６，０６６ １０７，１５０ １，０８４ １，７３６ ６５２

 社 債 １０８，９３６ １１０，５８７ １，６５０ １，７９８ １４７

そ の 他 １２９，５８６ １２９，７０１ １１５ １，３３４ １，２１９

合    計 ５９３，５７５ ６０５，６１５ １２，０３９ １６，７９１ ４，７５１

      当中間期において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っておりません。 

なお、当行の減損基準は次のとおりであります。 

        ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

        イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

          ① 時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

          ② 発行会社が債務超過 

          ③ 発行会社が２期連続の赤字決算 

また、上記の評価差額から繰延税金負債４，８７４百万円を差し引いた額７，１６４百万円が、「株式等評

価差額金」に計上されております。 

30.当中間期中に売却した満期保有目的の債券は次のとおりであります。 

       該当ありません。 

31.当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

               売 却 額                売 却 益               売 却 損 

         １００，２１３百万円        ８８８百万円       １，０９８百万円 
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32.時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

         内     容                             中間貸借対照表計上額 

     満期保有目的の債券 

         事業債（私募債）                         １２，０２１百万円 

     子会社・子法人等株式 

         子会社・子法人等株式                        ３５２百万円 

     その他有価証券 

         非上場株式（店頭売買株式を除く）          ４，１４３百万円 

         投資事業組合等                             １，５７５百万円 

33.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであり    

す。    

                                                                                （単位：百万円）         

 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０ 年 超 

債   券 ３０，９７２ ２２１，１６８ １２５，０５５ ７０，５１７

 国 債 ７，５０２ ９０，２１０ ４７，０５６ ７０，５１７

 地方債 ２，６１８ ５５，２９４ ５１，９０４ －

 社 債 ２０，８５１ ７５，６６３ ２６，０９４ －

そ の 他 ９，６０９ ６５，１８６ ３３，９６３ １１，５９４

合    計 ４０，５８１ ２８６，３５５ １５９，０１８ ８２，１１２

34.金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 

     運用目的の金銭の信託 

         中間貸借対照表計上額                         １，５１９百万円 

         当中間期の損益に含まれた評価差額              － 百万円 

     満期保有目的の金銭の信託 

         該当ありません。 

     その他の金銭の信託 

         取得原価                                         ６１百万円 

         中間貸借対照表計上額                            ６１百万円 

         当中間期の損益に含まれた評価差額               － 百万円 

35.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。 

   これらの契約に係る融資未実行残高は、２０５，６２７百万円であります。 このうち契約残存期間が１年以内    

のものが１８８，５７８百万円あります。なお、このほかに総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が

２４６，９７６百万円あります。 

   なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし    

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢

の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極

度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、

必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
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比 較 中 間 損 益 計 算 書 

                                                                                       （単位：百万円） 

科          目 
平成１６年 

中間期（Ａ） 

平成１５年 

中間期（Ｂ） 

比  較 

（Ａ）－（Ｂ） 

平成１５年度 

(要約) 

経 常 収 益 ３０，７８０ ３０，３８０ ４００  ６１，７６３

  資 金 運 用 収 益  ２４，６７１ ２３，８７３ ７９８  ４８，２１７

  （ う ち 貸 出 金 利 息 ）  （  ２０，８０７ ) （  ２０，１７９ ) （       ６２８ ）（  ４０，７９５ ）

  （うち有価証券利息配当金）  （    ３，７７６ ) （   ３，６２３ ) （       １５３ ）（    ７，２６７ ）

  役 務 取 引 等 収 益  ４，４７９ ４，０５６ ４２３  ８，１４６

  そ の 他 業 務 収 益  １，０４３ １，５５０ △ ５０７  ２，２５２

  そ の 他 経 常 収 益  ５８５ ９００ △ ３１５  ３，１４６

経 常 費 用 ２３，２６１ ２４，１７９ △ ９１８  ４９，２１５

  資 金 調 達 費 用  ９２９ １，０７９ △ １５０  ２，０９７

  （ う ち 預 金 利 息 ）  （       ４０８ ） （       ５５９ ） （   △ １５１ ）（    １，０５１ ）

  役 務 取 引 等 費 用  １，９３３ １，７０９ ２２４  ３，５１３

  そ の 他 業 務 費 用  １，１９９ ２，２４４ △ １，０４５  ２，７７８

  営 業 経 費  １７，４６９ １７，１５９ ３１０  ３３，６１７

  そ の 他 経 常 費 用  １，７２９ １，９８６ △ ２５７  ７，２０８

経 常 利 益 ７，５１８ ６，２００ １，３１８  １２，５４７

特 別 利 益 １２ １４６ △ １３４  １８５

特 別 損 失 ４４２ ５８３ △ １４１  １，２１４

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ７，０８９ ５，７６３ １，３２６  １１，５１８

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １，４８７ １６４ １，３２３  ３０４

法 人 税 等 調 整 額 １，３７５ ２，６９２ △ １，３１７  ５，０８５

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ４，２２７ ２，９０６ １，３２１  ６，１２７

前 期 繰 越 利 益 １，６７６ １，６３２ ４４  １，６３２

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 － ９４ △ ９４  １１０

自 己 株 式 処 分 差 損 － － －  １２２

中 間 配 当 額 － － －  ７８６

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 ５，９０４ ４，６３３ △ １，２７１  ６，９６１

 注 １.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２.１株当たり中間純利益金額  １３４円５４銭 

    ３.「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額１，２６５百万円を含んでおります。 

    ４.特別損失には退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額４０６百万円を含んでおります。 

   ５.「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され、平

成１６年４月１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本

等の金額」に変更されることになりました。これに伴い、「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第１２号）に基づき、「付加価値

額」及び「資本等の金額」に基づき算定された法人事業税について、当中間期から中間損益計算書中の「営

業経費」に含めて表示しております。 
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